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　人間社会構成の変動にっいて，日本のように急速な変動が行われているのは，世界的にみても未

曽有のことである。これらの変動は人間に対して，また社会にっいて多面的かっ広範囲の影響を及

ぼしており，現実の問題として多くの種類の対策が求められ，それらにどう対応し問題解決をどう

進めるかが緊急の課題となってきている。

　しかし，これらの変動要因はきわめて広範囲にわたり，ますます複雑化してきているところであ

る。これらの変動要因を解明しながら，その対策をはかる研究のために，4名の研究グループでは，

心理学，栄養学，生物学・環境科学の面を主軸にした研究活動を進めてきたわけであるが，課題自

体の複雑性，困難1生からみて，研究はかなり長期にわたることが予測される。研究グループでは，

今後さらにに多面的な領域にっいて研究を拡張するとともに，総合的基盤にたった対応を構築して

いくことを目標にして，今後も継続的研究を展開していく計画である。

将来の生き方についての調査

金平　文二

　わが国における高齢化社会の到来は必至とさ

れているが，このような社会の到来に対して，

人口のそれぞれの世代はさまざまな予測をして

いると思われる。現在の青年層にとっては，40

年～50年先のことかもしれないが高齢化にっい

ていろいろ予測していると思われるし，また中

高年齢層はかなり近く訪れる高齢化社会に対し

ていろいろな態度を形成していると思われる。

各世代が高齢化社会への対応をどのように考え，

どのような態度をとっているかその実態を把握

して，将来の生き方にっいてどのように考えた

らよいかにっいて，何らかの示唆を得ようとし

たものがこの調査のねらいである。

　人間社会構成変動の要因として，高齢化社会

の到来はきわめて大きなウエイトを占めると思

われるが，このような変動に対してどのように

対応するかにっいては，さまざまな角度からの

検討が必要かと思われる。しかし，今回の調査

では，平成2年度の朝日新聞の記事から，高齢

化社会に関する記事を切り取り，その内容をK

J法的手法によって分類し，社会構成変動に対

応しっっ，快的な社会生活を設計するにはどの

ような措置が必要かを考えるための指針を得よ

うとするものである。

。記事内容の大分類にっいて

　記事内容は大きくわけて，次のように分類さ

れた。

　・高齢化社会到来の全般的問題

　・豊かな老後をどのように過すかの問題

　・定年後の再就職と生活設計の問題

　・老後の独立と生活確立，生活設計の問題

　・中高年層の衣服の問題

　・中高年層の食生活・栄養の問題

　・同居，共同生活の住居問題
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　・老人ホームの問題

　・長寿の要件

　・中高年層の運動・スポーッ

　・老いの問題

　・ぼけの問題

　・在宅老人の介護の問題

　・介護保険・医療費の問題

　・福祉機器の開発・利用の問題

　・シルバーコロンビア問題など

　以上の16カテゴリーに分類されたが，現在内

容分析を行っているところで，今回は人間会社

構成変動についての心理学的アプローチの面か

らその方法論にっいて述べたが，詳細は次回に

ゆずることにしたい。

食事の差異がストレスに

　　およぼす影響について

苫米地孝之助・三田　禮造

　私達はストレスと栄養摂取状況にっいて検討

し，報告してきた。今回は一昨年実施した女子

大学生を対象とした実験結果を再検討するとと

もに，社会人が職場においてどのような状態に

あるかを調査したので報告する。

1．対象および実験方法

1）摂取食事の差異が，日常生活におけるストレ

スにどのように反映しているかを知るために，

実験内容を説明し協力を得られた21歳の女子大

生8名を対象に5種類のストレス負荷実験を行っ

た。

　負荷した5種類は，遊園地でのジェットコー

スター等の搭乗，午前・午後3時間計6時間の

計算問題4℃に保たれた人工気候室での午前・

午後3時間の計6時間の入室，一泊二日の小旅

行および企業での栄養指導である。

　調査内容としては，まず日常（9日間）の食

事状況，自覚症状調査，尿中カテコールアミン

の測定を行い，これを対照日のデーターとして

用いた。

　次に，数回に分けてストレス負荷を行い、そ

の測定を行い，日常の食事との関係について調

べた。

2）女子大生を対象にした実験を踏まえ，石油化

学産業の会社に勤める社員の内，営業部で主に

外回りの仕事をしている男子社員67名を対象と

し，栄養摂取状況とストレスとの関係を検討し

た。

　方法として，67名の社員の三日間の食事摂取

状況，自覚症状調べを行い両者の関係を検討し

た。

2．結果および考察

1）女子大生8名における栄養摂取状況を，所要

量に対する充足率を用いて調べてみた。その結

果，エネルギー，たん白質，カルシウムは一人

を除き，鉄は被験者全員が所要量を下回り，ビ

タミンA，B1，　B、，　Cは大部分の被験者が所

要量を上回っていた。そのため，栄養素全体に

っいて平均充足率を算出してみると，所要量を

上回っている者が3名（Aグループ），下回って

いる者が5名（Bグループ）であった（表1）。

　そこでこの両群の間にストレス負荷時の自覚

症状および尿中カテコールアミンにどのような

影響があるかを検討してみた。

　その結果，栄養指導を除くストレス負荷時に

は所要量を下回るグループの自覚症状が多くなっ

ている（図1）。逆に尿中カテコールアミンで

は，小旅行のアドレナリン以外で所要量を上回

るグループの方に排泄量が多かった。特に，遊

園地のノルアドレナリン，寒冷のアドレナリン

で有意な差が認められた（図2，3）。ただし

栄養指導については小旅行に引き続いて実施し

たため他のストレス負荷と異なった結果となっ

たものと考える。

　次に，女子大生の摂取した食事による差がど

のような栄養素によって影響をうけているのか

を知るために，各栄養素の摂取量と自覚症状お

よび尿中カテコールアミンとの相関係数を調べ

てみた。その結果は，表2に示すようにストレ
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表1　摂取栄養素と栄養所要量に対する充足率

エネルギー 蚤臼質 カルシウム 鉄 ビタミンA ビタミンB1 ビタミンB2 ビタミンC 平均充足率

所要量 2000．0 65．0 650．0 12．0 1800．0 0．8 1．1 50．0

A 摂取量 1845．5 56．9 716．7 7．5 2177．9 1．7 1．7 188．0

比　率 92．3 87．5 110．3 62．5 121．0 212．5 154．5 376．0 152．1

所要量 1750．0 60．0 600．0 12．0 1800．0 0．7 1．0 50．0

B 摂取量． 1915．3 73．4 546．7 8．5 1612．8 1．0 1．2 93．8

比　率 109．4 122．3 91．1 70．8 89．6 142．9 120．0 187．6 116．7

所要量 1850．0 60．0 600．0 12．0 1800．0 0．8 1．1 50．0

C 摂取量 1793．5 52．6 302．3 6．5 954．9 0．8 0．7 69．8

比　率 96．9 87．7 50．4 54．2 53．1 100．0 63．6 139．6 80．7

所要量 1750．0 60．0 600．0 12．0 1800．0 0．8 1．1 50．0

D 摂取量 1423．5 45．6 392．6 6．3 1913．6 0．5 0．9 113．8

比　率 81．3 76．0 65．4 52．5 106．3 62．5 81．8 227．6 94．2

所要量 1750．0 60．0 600．0 12．0 1800．0 0．7 1．0 50．0

E 摂取量 1570．5 56．4 365．5 7．7 3092．5 0．8 1．0 122．2

比　率 89．7 94．0 60．9 64．2 171．8 114．3 100．0 244．4 117．4

所要量 1850．0 60．0 600．0 12．0 1800．0 0．8 1．1 50．0

F 摂取量 1573．3 56．9 404．3 7．5 1523．3 0．9 1．0 49．1

比　率 85．0 94．8 67．4 62．5 84．6 112．5 90．9 98．2 87．0

所要量 1850．0 60．0 600．0 12．0 1800．0 0．8 1．0 50．0

G 摂取量 1497．8 49．0 353．9 6．4 1875．7 0．6 0．9 84．4

比　率 81．0 81．7 59．0 53．3 104．2 75．0 90．0 168．8 89．1

所要量 1700．0 60．0 550．0 12．0 1800．0 0．7 1．0 50．0

H 摂取量 1542．2 40．8 162．8 5．4 3688．1 0．7 0．8 69．0

比　率 90．7 68．0 29．6 45．0 204．9 100．0 80．0 138．0 94．5

）儒
o
o

　
4

300

200

100

　　口　　■
Aグルt－一プ　Bグループ

　0
　　　　　連続　　　　　　　　　　　　　栄養　遊園地　　　　　　　　　　小旅行　　　　　計算　　暴露　　　　　　　　　　　　　指導

図1　栄養摂取量の差による
　　ス’トレス負荷時の自覚症状

　　増加割合

（％）

200 F寧「 口 蟹

Aグループ Bグループ

160

120

80
％

40

0
遊園地 連続 寒冷 小旅行 栄養

計算 暴露 指導

ラ
　

　

％
0

（
に
」　
2

200

150

100

50

0
　遊園地

0 圃

Aグループ Bグルー

一傘、

霧
移

彰

z
葬 第

　　　　　　　　岨

連続　　寒冷　　小旅行　　栄養

計算　　暴露　　　　　　指導

　　　　　　※P＜0．05
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表2　栄養摂取量（充足率）とカテコール

　　　アミン，自覚症状との相関

日常（対照日） ストレス（負荷日）

NA A 自覚症状 NA A 自覚症状
エネルギー 一〇．325 一〇．356 一〇，341 0，146 0，446 一〇．047

蚤白質 0，002 一〇．450 0，077 0，076 0，155 0，508

カルシウム 一〇．138 一〇．297 0，057 0，675 0，701 0，444

鉄 0，108 一〇．336 0，282 0，376 0，363 ＊0、725

ビタミンA 0，050 率0。797 0，169 0，120 0，257 一〇．389

ビタミンB1 一〇．139 一〇．139 一〇．257 料0．877 ＊零0．877 0，096

ビタミンB2 一〇．079 0，048 一〇．032 ＊0．811 ＊＊0．902 0，191

ビタミンC 一〇．OI9 0，303 0，194 ＊＊0．843 ＊0．740 0，063

　NA：ノルアドレナリン　　　　　　　　・P＜0．05
　A：アドレナリン　　　　　　　　　＊・Pく0．01

ス負荷日では尿中カテコールアミンとビタミン

B1，　B，，　Cとの間に有意の正相関が認められ

た。

　次に摂取食品群と自覚症状および尿中カテコー

ルアミンとの関係を調べた。その結果は食品群

は対照日に菓子類でアドレナリンと逆相関を示

し，ストレスの負荷と緑黄色野菜および果実で

ノルアドレナリンおよびアドレナリンとの間で，

また魚介類およびその他の野菜でノルアドレナ

リンとの間で有意な正相関が認められた（表3）。

前回までの研究でカテコールアミンの排泄量は

ストレスに対する身体の適応を表すものと考え

られ，摂取食品群と尿中カテコールアミンとの

表3　日常の食品群摂取量とカテコール
　　　アミン，自覚症状との相関

日　常（対照日） ストレス（負荷日）

食品群 NA A 自覚症状 NA A 自覚症状

殻　　類 一〇．509 一〇．460 一〇．613 一〇．412 0，062 一〇．374

芋　　類 0，371 一〇．300 一〇．277 0，620 0，175 0，264

砂糖類 一〇．346 0，281 0，151 一〇．277 0，350 一〇．354

菓子類 一〇．404 一〇．831 一〇．256 一〇。439 一〇．357 0，224

油脂類 0，674 一〇．110 0，178 0，033 一〇．471 0，393

豆　　類 一〇．203 一〇．261 一〇．241 0，707 0，707 0，181

魚介類 0，292 0，119 0，285 宰＊0．815 0，538 0，402

獣鳥肉類 0，354 一〇．064 一〇．262 一〇．120 一〇．214 一〇。087

卵　　類 0，089 0，419 0，666 一〇．057 一〇．054 0，320

乳　　類 一〇．169 一〇，215 0，112 0，675 0，680 0，340

緑黄色野菜 一〇．022 0，089 0，134 ＊・0．907 ＊0．791 0，256

その他の野菜 0，390 一〇．014 0，223 ＊＊0．843 0，465 0，523

果実類 0，014 0，311 0，052 ＊＊0．944 ＊0．843 0，016

海藻類 0，571 0，455 0，686 0，156 一〇．119 0，491

NA：ノルアドレナリン
A：アドレナリン

＊：　言Σ18：8量

関係を検討した結果から，特にビタミン類を多

く含む野菜類，果実類を多く摂取することがス

トレスに有効に作用するもの考えられた。

2）次に外回りをしている営業マンの日常におけ

るストレスと摂取食品との関係をみるため，自

覚症状の多いグループと少ないグループの二群

に分けて検討した。栄養所要量との関係をみる

と，自覚症状の多いグループは少ないグループ

に比べカルシウム，ビタミンA，B，，　B2，　C

が少ない傾向を示していたが（表4），有意な

表4　営業マンの自覚症状の多少による食品群別摂取量の平均値と標準偏差

殼類 芋類 砂糖類 菓子類 豆類 油脂類 魚介類 鳥獣肉類 卵類

10未満 MEAN 422．3 27．51 10．46 7．8 62．96 34．14 94．31 112．54 42．88

MEAN 89．94 23．85 9．18 14．51 47．35 14．44 45．3 61．38 27．18

10以上 MAAN 449．72 27．33 10．74 8．9 75．87 34．04 83．01 123．6 40．26

SD 122．47 23．85 8．74 14．88 58．14 19．26 58．43 70．07 35．96

乳類 緑黄色野菜 その他
ﾌ野菜

果実 海藻類 アルコール 炭酸飲料 ジュース 調味料

10未満 MEAN 69．84 71．07 158．21 60．68 2．83 588．97 37．79 36．62 44．48

SD 90．82 ＊ 50．19 80．97 94．36 3．32 506．73 53．67 63．38 16．08

10以上 MEAN 51．88 42．57 144．21 45．62 1．66 540．57 39．06 62．98 46．79

SD 62．99 26．23 75．72 58．25 2．09 343．66 46．03 120．47 15．92

＊P〈O．05
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差は認められなかった。また，栄養摂取量と自

覚症状との間でも有意な相関は認められなかっ

た。

　次に，食品群にっいて検討してみると，自覚

症状の多いグルー一一一・プは少ないグループに比べ野

菜類，果実類，魚介類，肉類や乳類が少なく，

穀類菓子類，豆類，肉類およびジュh－・・ス類等

が多いという傾向がみられた。また，特に緑黄

色野菜で二群闇に有意な差が認められた。さら

に営業マン全体の食品群別摂取量と自覚症状と

の関係をみると，緑黄色野菜摂取量の多い方が

自覚症状は少なく，逆相関を示していた（表5）。

表5　営業マンの日常の食品群別摂取量

　　　と自覚症状との相関

食　品　群 自覚症状

殻　　　　類 0，022

芋　　　　類 0，010

砂　　糖　　類 一〇．044

菓　　子　　類 0，071

油　　脂　　類 一〇．071

豆　　　　類 0，148

魚　　介　　類 一〇．029

鳥獣肉類 一〇．019

卵　　　　類 0，108

乳　　　　類 一〇．224

緑黄色野菜 ＊　－0．248

その他の野菜 一〇．159

果　　実　　類 一〇．115

海　　藻　　類 一〇．121

アルコール類 一〇．009

炭酸飲料 一〇．073

ジ　ュ　ー　ス 0，022

調　　味　　料 0，050

＊　P＜0．05

3．まとめ

　昨年まで研究対象としてきた女子大学生にお

けるストレスと食事との研究結果を再検討する

とともに，さらに社会人にっいても検討してみ

た。その結果，ストレスに対しては栄養素とし

てビタミン類が，食品群としては野菜類，果実

類特に緑黄色野菜に何らかの効果があるものと

考えられた。今後さらにこれらの関係について

より詳しく検討を加える方針である。

皿　人口（個体群）の質・量的問題と

　　その関連要素について　第2報

堀　津　圭　佑

　　　　　　　は　じ　め　に

　前報1）に引続き，人間社会構成が他国に例を

みない急速な変動をしている日本において，対

応や対策が求められている現状で，基礎的見解

の一部として記した。前半には人口構造の構成

について，原点に立って，統計学的立場より一

部ではあるが，個体群の増加とその内容に関し

た理解範囲と意味付要素を記した。後半は農業

生産物と工業生産物の価値・労働量・所得効果

などにっいて記した。

　　　　　　　本　　　　文

本課題の研究を進展させるにあたり，今回は

原点に戻り少しく考察した。

　日本における人口構造の変動は史上類例のな

いことで，社会的対応が問題になっていること

は，既報の通りである。

　ここで，人口の変動にっいて人口統計学的立

場で次のように展開を試みた。（具体例を用い

た。）

　1．人口増加Population　Growth（日本の

人口も約120000000という非常な高密度国家社

会になった）。　　　g：増加（growth）

　　　g＝＝P，－P。　P。：t＝0の人口

　　　　　　　　　P、：t・＝tの人口

　今　1970年10月1日　　P。－104，655，171人

また　1975年10月1日　　P，＝111，939，643人

　　∴g＝7，274，472

　この間の増加率rate　of　growth（rg）は

rg＝（P，－P。）P。－1＝0．06950または6．950％

　この計算は2時点の人口の内容が比較可能で

あるか否かは問うていない。また，比較期間が

5年としたが，いっも5年とは限らないので，

少くとも単位（年）で比較することも求められる。

これには，人口増加率を年平均増加率に換算し
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たものを用いると便利である。さらに半年平均

とか月平均というより小間隔の増加率もあるが

これらは小地域とか，特別の場合に用いられる。

一般には年単位程度の比較が数値から表われる

質の代表として適当であろうといわれている。

　さて，年平均人口増加率を計算してみよう。

（1）算術平均（相加平均）的増加率arithmeti－

cal　mean　annual　rate　of　growth

　　　r＝　（P、－Po）t－1〔Y2（Po十P，）〕－1

　　　　　r：年率の人口増加率

　　　　　　　（annual　rate　of　growth）

　　　　　P。，P、：t－一　O，t＝tの人口

　　　　　t：期間の長さ（年）

　　　　　　前記の例を用いると

　　　．∴r＝＝O．01343　または　1．343％

（2）間欠的（期間的）増加率periodical　annu－

　al　rate　of　growth

　　　P，＝＝Po（1十r）t

　　　　　　記号：（1）と同じ

　前記の例を用いると

　　　∴r＝0．01353　または　1．353％

（3）連続的増加率continuous　annual　rate　of

　growth

　　　P，＝Po・e「t

　　　　　　記号：（1）と同じ

　　　∴r＝0．01353　または　1．353％

　年平均人口増加率を3種の計算法によったが

多少相異が生じることが理解されるであろう。

　2．人口増加曲線Population　Growth　Curue

　人口がどのような傾向（trend）で増加するか

を分析するとき，増加曲線を図示するのが便利

である。

　具体例を次に示した（普通方眼紙か半対数方

眼紙にplotする場合が多い）。

第1表：1865年から1975年までの日本の人口推

　　　　移

第1図3）：1960年から1975年までの日本人の平

　　　　均余命の推移（男）

第2図3）：1960年から1975年までの日本人の平

　　　　均余命の推移（女）

　目的に応じ，前記の資料があれば＠trend，

⑮循環変動，◎季節変動，⑥撹乱変動にっい

て分析を試みることができるが，ここでは＠

の求め方にっいて記すと，次のような方法があ

る。

　④　移動平均を適用する。

　◎　直線straight　lineを適用する。

　　　　Pt＝bt十a
　この一次直線があてはまるものと仮定して，

a，bを最小自乗法を用いて推定する。

　◎　多項式polynomialを適用する。

　　　　P，＝ct2＋bt＋a　　（2次式）

　一般的には多項式として

　　　　Ptニktn十…十ct2十bt十a
を適用して推定する。

　＠　指数曲線exponential　curveを適用する。

　　　　P，＝a・bt

　よく例に引用されるが，生物学にたずさわっ

ていると，すぐ気がつくのは次の点であり，こ

れの解釈が正しくなされていないで，不正確さ

を増大している。すなわち，人口が指数曲線的

に増加するというと，人口は時間とともにどん

どん増加するということになる。しかし，長期

間にわたりこのような増加傾向を想定すること

は非現実的である。したがって，指数曲線的増

加は，ある限られた期間の人口増加を表現する

のに用いられなければならないわけで，期間の

制限があるという点を考慮しなければならない。

　㊨　修正指数曲線modified　exponential

　　curveを適用する。

　　　　P，＝a・bt十k

　㊥に示した指数曲線とは異り，この曲線には

下限または上限が存在する。aが正であれば，

kは下限で，一方，aが負であれば，　kは上限

である。

　㊦　Gompertz　curveを適用する。

　　　　10g　Pt＝10gk十（log　a）b

　このGompertz曲線は下限と上限の両方を

もっている。

　㊦　Logistic　curveを適用する。
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第1表　日本の人口推移（日本人口の2次曲線傾向線）

年次
統計
N号
@t

人　　口

o（千人）
tp t2P t2 t4

人　　口

i計算値）

1865 一11 34，505 一379，555 4，175，105 121 14，641 28，192

1870 一10 35，384 一353，840 3，538，400 100 10，000 30，613

1875 一9 36，528 一328，752 2，958，768 81 6，561 33，134

1880 一8 38，174 一305，392 2，443，136 64 4，096 35，753

1885 一7 39，634 一277，438 1，942，066 49 2，401 38，471

1890・ 一6 41，020 一246，120 1，476，720 36 1，296 41，288

1895 一5 42，472 一212，360 1，061，800 25 625 44，204

1900 一4 44，393 一177，572 710，288 16 256 47，218

1905 一3 46，825 一140，475 421，425 9 81 50，332

1910 一2 49，637 一99，274 198，548 4 16 53，543

1915 一1 52，949 一52，949 52，949 1 1 56，855

1920 0 55，963 0 0 0 0 60，264

1925 1 59，737 59，737 59，737 1 1 63，773

1930 2 64，450 128，900 257，800 4 16 67，281

1935 3 69，254 207，762 623，286 9 81 71，086

1940 4 73，114 292，456 1，169，824 16 256 74，891

1945 5 72，200 361，000 1，805，000 25 625 78，795

1950 6 83，200 499，200 2，995，200 36 1，296 82，797

1955 7 89，276 624，932 4，374，524 49 2，401 86，899

1960 8 93，419 747，352 5，978，816 64 4，096 91，099

1965 9 98，275 884，475 7，960，275 81 6，561 95，398

1970 10 103，720 1，037，200 10，372，000 100 10，000 99，795

1975 11 111，940 1，231，343 13，544，740 121 14，641 104，292

合計 一 1，436，069 3，500，627 64，935，847 1，012 79，948 ｝

※ただし，1，436，069＝23a十1，012c，3，500，627＝1，012b，64，935，847＝1，021a＋79，948c

　　　　a＝60，264．2，b＝3，459．1，　c＝49．4，　Pi＝60，264．2十3，459．1t十49．4i2

平均余命（ex）
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第1図
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　　　　　　　　　　　　年齢（x）

日本人の平均余命の推移（男）

平均余命（2。）
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　　　　　第13回（昭和45年）

第11回
（昭和35年）　　　　　第15回（昭和55年）

　　　　　　　　♂
　　　　　　　ノ　　　第9回（昭和25
　　　　　　～27年）
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第2図
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　　　　　　　　　　　年齢（x）
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　このLogistic曲線は人口の種種の分析にお

いてよく用いられる成長曲線であるが，初めて

P．RVerhnlstが1838年頃に提示したものであ

る。その後，PearlとReedにより再発見さ

れた。

　　　　P，＝k・（1十ea＋bt）－1

　kはLogistic曲線の上限で，変曲点の前半

は勾配が漸次大きくなる（増加速度が大きい）

が後半では勾配も漸次小さくなり（増加速度が

小さい）やがて極限値に向って収敏していく。

この性質は，ある限られた環境内における生物

集団の増殖過程を表現するのに適切な曲線であ

る。例えば，キイロショウジョウバエの増殖曲

線がLogistic　equationによくあてはまり，

増殖個体数は約1か月後に212という一定値を

示した。

　個体群増殖のLogistic曲線はコクヌストモ

ドキ（穀粉害虫），タマミジンコ（動物プラン

クトン），ゾウリムシ（原生動物），酵母などに

っいても確認されている。ヒトも生物であり，

一生物としての範躊にあることと，地球上にお

いて生棲していることを条件として，各種の推

論を提出しなければならない。人口の増加の推

計もいくっもの条件いくっもの仮定を設定して

なされているので，それらの条件や仮定を明示

しなければならない。推計過程において，増加

という点に焦点をしぼって，単なる計算上の数

値を示しさらに推論を導いても，それは無意味

に近かったり，むしろ混乱を生じてしまうとい

う点にも考慮しなければならない。一歩進んで，

一つには一般の生物にっいての現象である点を

ふまえて，ヒトならばそれをどのように改善す

るとか，どのような対策をたてて対応するとか，

きちんとヒトの特性をいかしての行動をしなけ

ればならない。増加の急激な点のみを強調して

情報上の単なる価値にとどまったり，一時的感

心時であってはならない。また推計によった変

曲点は何時になるのか，今，変曲点手前なのか，

変曲点通過後なのか，このことが重要であると

考え，以前から強調してきた。恐怖への逃避か，

あるいは余裕か，肝心のところが示めされてい

ない。現在，欧米では医療上において，日本の

着目している早期発見でなく，治療可能の時期

の発見を重視している。かなりの差と考えるし，

まことに同等の見解である。変曲点までは所謂

余裕があるといってもよいが，変曲点以後は刻

刻と着実に条件が悪化していくわけで，対応を

考えている暇さえなくなる。すなわち，余裕の

あるうちに，対策を考えておかなければならな

いし，それがヒトであり，生物の頂点にいる人

間でもある。Logistic曲線の極限値近傍にな

れば正に生地獄そのものであり，実験生物の増

殖極限値状態を人間が体得して初めて納得する

無知の生物であろうか，いや人間はその情勢を

予測し，状況判断ができるというのは過信なの

か。

　現在やっと地球規模の環境検討がなされてき

ているが，まだ凡ての国がこの重要性への統一

合議がなされていないのは前記に属することを

表わしているのに外ならないといわざるえない。

　一方，Logistic曲線は増加率が時間ととも

に減少するという特性をもっていることを忘れ

てはならない。この点一っの無視できない制約

があり，この曲線の応用には単に適合できるか

ら利用したというだけでは単純しすぎで，その

基礎となる資料の特性を熟知してから利用しな

いと，形は整ったが中味がない。換言すると，

生物学で常常述べている形と質（外殻と内容）

すなわち形質なる思考条件にこれらの事象が満

たされておらなければならない。この満たされ

方が必要かっ十分条件である。物理学での量と

質という基本概念とこれは同類である。

　3．人口転換Demographic　Transition

　人口増加と関連するので，少しく示すと，日

本も同様に，経済社会の近代的発展をした先進

工業国においては，多産多死の人口動態〔二時

点間における人口の変化，（人口静態：一時点

における人口の規模と構造）〕から少産少死の

人口動態への転換が共通の様相でおこり，その

ため人口増加にもある様相が認められるという
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事実に基づいて，人口の変動の全過程を人口転

換と表現したものである。（1）～（4）の人口転換に

ついて示すと，

　（1）古典的　人口転換に対して，重要な概念

はphase局面あるいはstage段階であって，

大別すると（1）人口転換が生じる以前，（II）転

換の進行中，（皿）転換の終了後とになる。各局

面をみると（1）出生率，死亡率はほとんど抑制

されないで，ともに高水準にある。したがって

人口増加はほとんどないに等しい。（H）出生率

と死亡率が低下するが，概して死亡率は出生率

を下まわるので，人口増加を生じ，その増加率

は次第に加速する。この局面では，次のsub－

phasesに分けられる。④前期：死亡率が低下

し始めるが，出生率は従来の高水準にある。出

産可能年齢の人口の健康状態の改善により，出

生率がやや高まる場合もある。人口増加が生じ，

それが加速される。⑮中期：低下傾向の死亡

率に従い，出生率の低下が開始し，人口増加速

度はやや遅くなるが，人口は増加中，◎後期：

死亡率は十分に低下し，これ以上の低下は相当

に遅くなる。出生率も低水準で人口増加速度は

抑制される。（皿）出生率と死亡率は十分な低水

準になり，ほぼ等しく，人口増加は生じないか

またはそれに極めて近い。

　（2）西欧諸国　18世紀または19世紀初期に始

まった。経済状態の改善と公衆衛生の向上によ

り死亡率が緩慢の低下を始め，出生率も多少遅

れて低下し始めた。スウェーデンでは前者は

1800年ごろ，後者は1870年ごろであった。西欧

は近代以前から晩婚と独身主義で出生率は低く，

死亡率が低下し始めたころは年率1％程度の増

加率であった。西欧諸国では第2次大戦前に

（皿）に達し，低出生・低死亡状態で，さらに19

30年代の異常低出期を経て，第2次大戦後の20

年間は高出期で，1960年中半以後，出生率は低

下し，死亡率も緩慢に低下した。

　（3）発展途上国　これらの国の人口転換は西

欧諸国の古典的人口転換の原型であるが，第2

次大戦後では西欧諸国型とかなり異なった。発

展途上国の出生率は西欧諸国の前近代の出生率

よりかなり高い点が特徴である。人口転換以前

の出生率は西欧諸国で35％程度なのに対し，発

展途上国では40％以上（低結婚年齢と低割合の

生涯未婚者による）で第2大戦後，近代的公衆

衛生と医療技術の輸入による死亡率の急速な低

下と高出生率により人口増加になった。これら

をみると，

　④近代的死亡抑制技術が経済改善とともに，

若年人口構造と結合すると死亡率が10％以下に

もなる。また◎出生率も多少の時間的遅れで急

速低下した。しかし，うまくいかないと急速の

死亡率低下にもかかわらず，低生活水準のため，

これ以上の低下はできなくなる一方，高出生率

にあったので人口増加が急激となった。

　発展途上国の共通性は，もともと高出生であっ

て戦後低死亡になった点であるが，そのなかで，

西欧型に近い人口転換傾向と高出生低死亡の爆

発的増加継続の区分ができる。後者は深刻な事

態で，その人口転換が経済条件の改善と死亡抑

制技術の輪入により誘発され，古典的人口転換

とは異っている点に注目させられる。

　（4）日本古くあった寺戸籍とか家代代の古

文書が一般市民の記録である。勿論皇室，公

家，幕府といった上級地位者は別に記録されて

いる。前区分は一般市民といっても所謂低層階

級者にはそれらへの記録さえもないのは以前数

年にわたる調査により明白となった。それらに

関しては仮説をたてその推計論範囲となっ

た2）。そして近代になり，やっと明治4年に制

定された戸籍法による出生と死亡が登録された

ものからが資料といえよう。この戸籍法によっ

た本籍人口を総人口としたが，届漏れや重複が

あり，必ずしも正確とはいえない。やがて軍国

日本として，国力機密上，公表数値は正確にさ

れない事情もあった。戦後この欠点を修正する

推計が試みられ，明治以降の長期出生率と死亡

率は第28回日本人口学会大会（昭和51年6月4

日報告）発表のように推移したとされている。

日本の人口転換は西欧諸国ときわめて近似し，
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明治時代から大正時代中期までは死亡率はほぼ

横ばいか緩慢な低下で，出生率は横ばいか緩慢

な上昇傾向であった。しかし大正9年またはそ

の少し前から低下傾向が生じた。戦中，戦後の

短期間は一時的変動があったが，低下を辿って

いた。そして昭和35年（1960）ごろから低水準の

まま横ばえになった。死亡率も戦争により変動

をうけたが，戦後は順次低下し，きわめて低水

準で現在にいたっている。このように日本は西

欧諸国型の人口転換に属しているが，詳細的に

は西欧諸国に比べて出生率低下の勾配が急であ

るという特徴に注目しなければならない。

　一般的人口構造の変動にっいては前記したと

おりであるが，一部には日本にっいて，統計上

の不確定さを推論的処理によった補綴的数値を

用いて補充・補正し，今後の一っの資料の参考

にしたが，本来は正確な記録が一番必要である

ことは述べるまでもない。一方では，不完全な

歴史的資料を有効に用いることも歴史上不可避

な事象でもあり，推論の必要性を求めることは

生物として，人間社会として一っの条件かもし

れない。机上ではmicroの数値を把握できそ

うに思われても，現実ではなかなか把握できな

い。全員がcomputer入力し，　electronic　con－

nectionで一切の行動，日時秒まで把握できれ

ば可能である。単なる生きもの，動くものなら

ば，機械的変動の把握は必ずしも至難とはいえ

ないが，人間である以上，倫理，人格，社会的

精神的束縛など多くの諸条件の合議一致の必要

性からして世紀単位後の話であろう。未来にそ

の期待を拓さざるをえない。

　次に人口構造の変動に関し，過去の記録を基

盤として数値とか補正を加え，いろいろ解析が

試みられているが，これら考察より，さらに重

要なのは未来（そう遠い問題としないで）の人

口構造の推計である。一応は，過去の結果を演

繹するとしても，来るべき状態に対しての対策

要素が必要であることは述べるまでもない。そ

こで未来の人口推計について，多少展開してみ

よう。さて，過去の諸事象は理解した。それな

らば将来の対応はどうであろうかと単純な疑問

が生じる。これの答は決して容易でないし，過

去の資料の整頓より遥かに困難である。そこで，

基本的なものとして一国とか一地域とかの男女

年齢別未来人口推計値をあげる。その数値から

労働力人口（生産性のある人口），依存性人口

（年少・老年人口），配偶関係人口，世帯数など

関連状況が推計できる。理論的には，人ロ変動

要因（出生，死亡，移動）とそれらに影響をお

よぼす経済社会的諸要因間との相互関係を考慮

に加えた推計方法が一つの合理的方法である。

しかし，この合理的方法はまだ多くの因子の取

扱と資料の関係からまだ未完成の状態である。

勿論この完成には多くの研究者が努力をしてい

るのであるが，目下のところ純粋に人口学的方

法demographic　methodによっただけの未来

人口推計がなされている。これにもとついての

未来人口の推計は，未来について最も現実性の

ある人口規模とその構造を予測するために行わ

れる場合が多い。そしてその的中度は高位とか

低位とかの表現による範囲内にとどまるであろ

うとみなし，代表値が求められる場合には中位

として撰択される。このように未来人口の推計

はいわば予測を目的とする場合が多いが，近年

前記のように社会形成には経済計画が大きく影

響するので，この計画目標値などの仮定を設定

し，この仮定による推計がなされる場合もでて

きた。すなわち条件付き未来人口推計である。

逆に経済計画は人口因子を別にしては立案でき

ない不可欠因子である。この点を推計において

重視しないと未来に対する対応は過去の数値整

頓の延長にとどまり，目標から時間の因子を除

いたような，発展のない，変動のない計画にな

りかねないことを強調したい。しかし，このよ

うに述べても決して容易でなく前記の数値整頓

に近いものになりかねない。そこで，これらを

合目的にするには，部分条件とか条件領域を設

定し，これらは集積しようとする方法が考察さ

れているのでその一端を述べよう。

　未来人口推計には大別すると次の方法が一応

一48一



人間社会構成変動にっいての対応に関する研究　第2報

考察されている。

　（1）mathematical　method，（2）economic

method，（3）component　method

　1．（1）の方法は比較的数式的単純性があるので

（3）が考えられるまで標準的方法であった。すな

わち，過去の数値（実績値）である人口の時間

系列資料に数式をあてはめ，推計する方法であ

る。代表的なものは次のとおりである。

　　　　P、＝P。（1＋r）t①

　　　　P，－P。e’t②
　　　　P、＝k・（1＋e　a＋bt）－1③

　ここで，式①と式②を用いる場合，増加率

rate　of　growthは過去の数値（実績値）を用

いてもよし，仮説的数値（仮定）を用いてもよ

いが，人口増加率は長期間の変化であって，あ

る一定の増加率を用いる場合は，比較的短期間

の人口推計に対するものであることを注意しな

ければならない。式③はLogistic　curveを用

いる場合で，比較的複雑であるが，式①や式②

よりは有利な点が含まれている。ただ，Logistic

curveには上限値があるので，単なるexpo－

nential　curve指数曲線を用いた巨大数値にな

るという欠点はない。

　2．（2）の方法は前記のように，人口は経済状態

（経済環境）に対応して変動する。出生率，死

亡率は経済状態により反応し，人口移動は経済

要因により大きく影響をうける。このように人

口と経済の関係を考慮すれば，人口要因と経済

要因を同時に合せもっている質と量の要素より

構成された人口・経済図形式を構築し，それに

従って諸計算を試み推計するがよりよいと考え

られる。しかし，目下のところ，実用的資料と

して，今後の大きい期待をもって試計されてい

るが，その実現がさほど遠くない時機にくるで

あろう。

　3．（3）の方法において，まず人口増加にっいて

考えると，それを決める要因は出生，死亡，移

動が主で，それぞれを別々に推計し，その結果

を合成して人口推計を行う方法である。また（3）

は男女年齢別人口を推計する場合に用いられる。

この方法の特徴は，人口増加に対して影響をあ

たえる各種の要因ごとに仮定を設定し，その仮

定を明示して推計を試みる点である。そこで，

各種要因に対する仮定を変えた場合の推計結果

の相違を明確化することができるので，合理的

である。このように考えると，人口変動要因を

以前よりさらに細分類すると同時に，要因相互

間における関係を十分に（実際には十分とまで

に至らないが）考慮し，図形式化し，その上で

推計を試みる方法が考えられており，（3）そのも

のも進歩してきつっあるのが現状である。（3）の

なかで多く用いられているのは，cohort－com－

ponent　methodである。すなわち，ある基準

年次の男女年齢別人口を出発点とし，これに仮

定された生残率と出生率，必要に応じて移動率

｛（3）の場合は仮定を明示する慣例があり，よい

点である｝を用いて，未来人口を推計する方法

である。

　さらに考察すると不確定な経済変動（所得の

増大）と環境汚染，資源と政策，ecosystem

いやbiosphereの保全，　nationalismと地球，

生物であるヒトと人間，教育と保健，物質的外

延と精神的内包の平衡など多数の要因が人口変

動と係りをもっている。

　これらにっいては，紙面の都合もあり，この

程度にとどめ，次の機会に改めて譲ることにす

る。ただ単に人口変動といっても前報そして本

報に示したように，多くのそして細部にわたる

関連により影響されるもので，単純な計算・推

計の形の上での数値であってはもはや不十分で

あるし，また，質の点でも十分に意味のあるも

のであらなければならない。このように実際に

推計してみることによって，初めてその複雑性

が表面化され，それを解析し，やがて合理的推

計値が生れてくるという容易ならざる過程をた

どるものと推定される。

　前報1）に引続いて，人口動態に関して，自由

市場経済を基礎的思考においた考察を述べてみ

よう。最近，世界において経済機構は大きい変

化を示し，自由主義圏における自由市場経済と
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社会主義圏における計画生産経済との運営（思

考・信条を基にした）において，後者の非能率

性・低生産性などによる生活条件の差異による

それら各国の目覚め，希望をいだいた要求，構

成民族の団結と独立という近世史にみなかった

転換が起きている。これには軍備の縮少，戦争

の値価論，人命尊重などいくつもの犠牲により

やっと到達した結論であった。しかし，これが

凡て良いというのは早急で自由市場経済による

不必要な過剰生産，資源の浪費，環境汚染（計

画経済圏は技術の遅延により自由市場圏を凌駕

している報道もあるノなど多くの明らたな損害

も生じていることも認めなければならない。人

間は元より差別をっけるものでなく，分業分担

を行い，何事にも正しく努力することが，特性

である。その他いろいろ考察の要項はあるが，

今回はこの程度に留へ，前報との連結部分を報

告する。

皿．前報の式圃（便宜のため再記し，番号は通

　　して書く）

　　　〔ρζ（φi。　Pa一φa皿P1）十ση（φii　P　，一　¢iiPi）｝

δx。＝

十諦φ　　
　
ユP
P

十伽
跳
双砲儀

込
店

十φ。Pl2σηx一φiP。2σiPa2Pζx
㈱

　　Paδ　9aノ十P」δ9i！＝A　　　　　　　　　　　（24）

妬δ9♂＋伽δ9∫一暑（φ診9払δ9∫）㈲

　これをδ9♂，δ9∫にっいて解くと次のよう

になる。

　　　δ9aノ　　　　　（Paφii－Piφai）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑯
　　　　　　　Pa2φii－2PaPiφai十Pi2φa、

　　　　　　　　（Piφa8－Paφia）
　　δ9，ノ＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鋤
　　　　　　Pi295ad－2PiPaφa、十Pa2φli

φiP・2ζxx十gZ5　a　Pi2ηxx

の分子を項の順にN，，N，，　N、，　N，と表わす。

また，農業生産物Aと工業生産物1が両方とも

劣等財（貨幣所得が増加し，同時に価格が一定

のままの場合，消費が減少するようなもの）で

ないと仮定すれば，N、とN、の符号がきめう

る。

　　　V＝9。P。十9、Pi　　　　　　　　（4）

　（4）でVがdだけ増加し，その結果，9。，9，，

φ。，φiがそれぞれδ9。，δ9，，δφ。，δφ、

だけ変化すると仮定すると，（4）と（6）から次の

ようになる。

　　砺一呈μ　　　　　　　（6）

譜一k－（φ　2妾aφ・・＋睾i；φ・）＜・（7）

前報の式（7）（再記）によって㈲と㈲の分母は一で

あるから，A，1がそれぞれ劣等財でないため

には次の条件㈲が必要になる。

　　α＝（Paφii－Piφai）＜0，

　　β＝（Pi96　aa－Paφ、。）〈0　　　　　　　　　　（28）

　これまでにおいて，方程式はAと1について

完全に対称である。農業生産物の経済的性質を

工業生産物のそれから差をっけ分別するような

仮定はなんら導入されていない。ここでそのよ

うな1っの仮定を導入してみる。農業生産物に

対する需要の所得弾力性は工業生産物の場合よ

り小さいと仮定する。すなわち価格を一定とす

ると次の式が成立するとする。

Illll＞葺　　　　㈲
　ここで，価格が一定とするならば，δ9、’，δ9K

は㈲，㈲ですでに得られているので，それを㈲

に代入すると，次のようになる。

il諺謂1一げ1＞子

すなわち，囲と㈹から

　　ζβ＝ησ〈0

　次にN、とN、にっいて，

（30）

㈱

　　　　　　　　　　　考えてみることにす

る。今，簡単にしてみるとすると，次のように

なる。

　　N2十N4＝φ。Pi（δ一ρ）　　　　　　岡

　したがって，δ＝ρの場合，（N3＋N4）はなく

なるが，この同一の条件のもとで（N1＋N，）は

次のようになることがわかる。
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　　N1＋N，＝・ρ（ηα一ζβ）　　　　　　　岡

　それ故に，㈹から次式を導き得る。

　　N1＋N，＞0，あるいはδx。〈0　　岡

　このようにして，Aと1の生産効率の同率の

程度における上昇は，農業生産における農薬に

より雇用労働量の減少と工業生産における雇用

労働量の増加という関係を導くことを示した。

この結果は，農業生産物に対する需要の所得弾

力性が工業生産物の場合よりも大きいという仮

定から導かれたものである。このことは，農業

生産物が劣等財であるということ，すなわち

N、が＋であれば，さらに十分に成立するであ

ろう。

　一般的にσ一τ＝ρとおくと，㈲は次のよう

になる。

δx。一
ﾃ｛一ρ（ζβ一ηα）＋（ηα＋砺P、）・｝岡

　ここで［τ1が十分小さければ，農業におけ

る労働雇用量が減少することがわかる。同じ結

果は，τがどんなに大きくても1ηαKlφ。P、1

であるかぎり，成立するであろう。岡の右辺の

第1項は農業労働需要への所得効果と，また第

2項は価格効果あるいは代替効果と考えること

ができる。

　さて，ここまでは，農業生産物および工業生

産物における労働以外の要素の導入にっいてま

だ考慮の外にあった。そこで，いくっかの代表

的要素を考慮に入れた展開は紙面の都合で次報

に譲ることにした。

まとめ

　前半部分に人口構造・構成員の変動を中心に

した取扱い方法をその一部の単純化した応用例

で示し，それらの特徴を比較した。先づ，人口

増加にっいて記し，計算結果の相異範囲を検討

してみた。次に人口増加曲線にっいて，それぞ

れの特異性とその示す内容性を比較した。一方

において，一部の具体例を示した。多くの場合，

結論の単純化とかtrendを目的にするが，そ

れらにはそれらの表示できる範囲があることを

提起した。これはある比較の場を同一にして，

このようにすると内容性とか本来の推論可能の

範囲が明らかにされる。そのことと今回示した

生物実験結果を参考にするにより，それらはよ

り深く理解されることになろう。ヒトも生物で

あり，決して造物主（限度をもたない発展能力

をもっ）的能力〔ヒトが行動（発明・発見）す

るとその先を行動する。この連続で追越せない〕

をもってはいない点を忘れてはならない。短い

過去における進歩を長い未来における進歩の可

能へ簡単にむすびっける容易さは非常な不確定

性をもっていることに注意しなければならない。

続いて人口転換にっき記したが，この点も人口

増加を考慮するときに必要な要素である。古典

的，西欧諸国（発展国），発展途上国のそれぞ

れの場合に全体的な特徴を示した。しかし，静

的動態は現時点ではまだ止むえないが，この不

完全さは述べるまでもない。将来的には，動的

動態を示さなければならないことは述べるまで

もない。これには経済要因から初め，いくっも

の要因を導入しなければならない困難さがある

が，これらは当然求められるものである。多く

の研究者が求めている点でもある。

　後半部は1）に引続いて，経済的立場から価値

論をもとに労働量や所得要素を考慮に入れて考

察を試みた。一っの現象を前記のように，それ

に関わるいくつもの要素のうちから，一要素で

も導入可能のものを撰択し，推計に入れ込む必

要性の発見のもとに解析することがより合理的

推論の引出しとなると考える。この続きは次報

に譲った。

参考文献・参考資料

1）堀津圭佑：東京家政大学生活科学研究所報

　告　第13集　63～721990

2）堀津圭佑，澤田満喜：日本人の生存年数に

　関する研究（昭和52年度文部省科学研究費

　配当）秋山書店　昭和52年

3）厚生省統計情報部，総務庁統計局

一51一



正 誤 表

ページ　　　行目 誤 正

P．4右側5行目 上昇するこ 上昇することが

P．5左側4行目 耐光型ろう度 耐光堅ろう度

P．16右側9行目 干し方等の差 干し方の種類

P．44右側下から4行目 log　PI＝10gk十（10g　a）b 10g　P塾＝＝logk十（10ga）bt

P．48右側下から3行目 これらは集積 これらを集積

P．50左側12行目 報道もあるノなど 報道もある）など

東京家政大学生活科学研究所研究報告第14集


